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東京のオフィスビル市場の変動構造

供給インパクトからみた東京オフィスビル市場の構造と見通し
東京で2012年に予定される大型ビルの新規供給の集中によって、賃貸オフィスビルの需給バラン

スは大きく変化すると見込まれます。供給インパクトがオフィスビル市場に伝播する過程を整理する
とともに、今後の東京都心5区のオフィスビル空室率を推計しました。

加速する、東京都心周縁部でのビル供給

2012年に東京23区で竣工する大型ビルの床
面積は、2003年の大量供給（90万坪）に次ぐ88
万坪が予定されています［図表1-1］。2001年
から2011年までの年間平均供給面積（以下、
巡航速度という。）に対する供給倍率（以下、
アクセルという。accelerationの意。）［図表

［図表1-1］東京23区における大型ビルの竣工実績および見込み床面積

［図表1-2］各区の2001年から2011年の年間平均ビル供給面積に対する各年の供給面積の倍率

図表1-1、1-2資料：都市未来総合研究所「大型ビルの新規供給見通し（2012年2月時点）」
東京23区で竣工予定（詳細未定のものを含む）の建物のうち、延床面積が概ね5,000㎡以上で、オフィス用途を含む建物を
対象に延床面積を集計。自社使用オフィスの床面積、複合施設の他用途の床面積を含む。2016年以降計には竣工時期
未定を含む。

1-2］は、2003年実績が1.81（単位：倍、以下同
じ。）、2012年は1.77と見込まれます。
供給面積は千代田区と港区、渋谷区の3区
で2012年の全体量の54.1%を占めますが、巡
航速度に対する各区のアクセルはそれぞれ
2.1、0.8、4.3で、渋谷区を除いて過去の実績
の範囲内（千代田区2007年2.2、港区2003年
3.6）にとどまります。
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一方、中野区と墨田区では、巡航速度に対
して供給増加が目覚しく、2012年にはそれぞ
れ54.8、20.0のアクセルとなります。昨年も
中野区（6.3）、新宿区（3.8）で供給が加速した
ことから、主に東京西部を中心とする都心周
縁部で、新規ビル供給が加速している様子が
うかがえます。

新規供給による空室率の振幅拡大と収束

新規供給と需要の増減、その結果である
空室率の変化に着目すると、東京都心5区の
オフィス市場の推移は次のとおりです［図表
1-3］。
①需要停滞（←景気低迷）＋供給急増（←港区
での供給集中）＝空室率上昇

②供給平準化＋需要増加（←景気回復）	 	
=空室率低下

③供給安定増加＋需要急減（←米欧発の信用
収縮）=空室率上昇

④需要増加−供給増加≒0＝空室率横ばい
このように新規供給の増加によって生じた
空室を市場（＝需要）が吸収するプロセスは、
新築ビルと既存ビルの空室率の変動からも読
み解くことができます［図表1-4］。
新規供給が増加した時期は、空室を残して
竣工し引き続きテナントを誘致する動きが複
数の新築ビルで生じるため、新築ビルの空室
率の振幅が大きくなります（A）。その後、新
築ビルの入居が進んで新築空室率の変動が収
束、需要と供給の差は主に既存ビルに波及し、

［図表1-3］東京都心5区のオフィス貸室面積と契約面積、平均空室率

［図表1-4］東京都心5区の新築ビルと既存ビルにおける空室率の変動

図表1-3、1-4資料：三鬼商事株式会社のデータを用いて都市未来総合研究所が作成
東京都心5区とは、千代田区、中央区、港区、新宿区、渋谷区をいう。新築ビルは各時点で竣工後1年未満のもの。契約
面積は、貸室面積−空室面積として算出した。以下の図表において定義同じ。
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2012年末、都心5区の平均空室率は約1%上昇して10．5%に

景気拡大期では既存ビルの空室率が低下しま
す（B）。小幅な新規供給増加があっても、景
気拡大期では、新築空室率の変動は短期間の
うちに収束し既存に波及せず（C）、一方、景
気収縮期では、新築ビル、既存ビルともに空
室率が上昇方向に変動しました（D）。また、
図の期間を通じて、新築ビルの空室率は短期
間でプラス/マイナス両方向に変動しました
が、ストックである既存ビルの空室率は長期
的な変動となりました。なお、直近2012年1
月には新築ビルの空室率が急上昇しており、
供給増加の影響が顕在化し始めたものとみら
れます。

［図表1-6］　新宿区のオフィス市場の変動［図表1-5］　港区のオフィス市場の変動

図表1-5、1-6資料：三鬼商事のデータを用いて都市未来総合研究所が作成

オフィス市場を区単位で細分化してみる
と、ビル1棟の比重が大きくなるため新築空
室率の変動が相対的に大きく表れています
（［図表1-5、1-6］右軸が±30%）。しかし、新
築と既存空室率の変動関係は都心5区計と同
様で、区単位でも類似の波及構造で推移して
いると考えられます。このことから類推する
と、2012年に供給アクセルが単発的に上昇す
る区では、新築ビルの空室率がプラス/マイ
ナスに大きく振れた後、供給が巡航速度に落
ち着くことで振幅が縮小するとみられます。
一方、供給アクセルが続く新宿区では振幅期
間が長期化し、既存ビルの空室率で上昇方向
の振れが続く可能性がありそうです。

都市未来総合研究所は2012年に東京都心5
区で新規供給される延床面積5千㎡以上の大
型ビルの延床面積を60万坪と集計しており、
本稿ではそのうち7割が賃貸オフィス用途と
想定しました［図表1-9］。オフィス仲介会社
によれば、直近の賃貸オフィスビルの延床
ストックに対して貸室面積は60%相当と見積
っており（［図表1-7］）、これを当てはめると、
2012年に東京都心5区で新規供給される大型
賃貸オフィスビルの貸室面積は25万坪、既存
の貸室とあわせて717万坪と計算されます［図
表1-9］。

今後の市場シナリオとして悲観（ケース1）、
楽観（ケース2）の二通りを想定すると、平均
空室率はそれぞれ12.4%と9.1%となります。
中庸シナリオ（ケース3）では、新築ビルの空
室率が20%となり既存ビルの契約面積が1%
（6万坪）減少するという前提を置いて、平均
空室率は10.5%と推計されます。
経験則によれば、東京都心5区で平均募集賃
料の上昇/下落の分岐点となる空室率は5%（不
動産トピックス2010年10月号）であり、この水
準に達するためには2012年1月の契約面積に対
して53万坪の需要増加が必要です（ケース4）。
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過去、2002年12月（契約面積553万坪）から
2008年1月（同652万坪）の5年間で100万坪［図
表1-3］、年平均20万坪の需要増加があり、53
万坪の需要増加を達成するにはこのときと同
等のペースで2年強かかる計算となります。
当時の経済環境は、2002年1月を底に2008年2
月まで続く景気拡大期にあり、通期の名目経
済成長率はプラス0.1%（幾何平均年率）でした
［図表1-8］。政府によれば、2012年度はこれ
を上回るプラス2.0%の名目成長が予測されて
おり、成長政策の実現と海外景気の持続等で
景気回復が続く場合、平均募集賃料の上昇は
より早期に達成されると考えられます。

［図表1-7］�東京都心5区のオフィスビル市場に
おける延床面積と貸室面積、契約面積

［図表1-9］　東京都心5区に所在する大型オフィスビルの空室率の見通し� （単位：万坪）

2012年1月実績 2012年の
新規供給予測

2012年後半のシナリオ別空室率予測

ケース1
契約面積が年初
から増加せず

ケース2
新規分好調で
2008年1月の契
約面積に復帰

ケース3
新規供給ビルは
80%稼動、既存
契約面積が1%減

ケース4
平均空室率が
5%となるために
必要な契約面積

延床面積 1,153� 60 1,213� 1,213� 1,213� 1,213�

貸室面積 692� 25 717� 717� 717� 717�
53

契約面積 628� ― 628� 652� 642� 682�

うち新規分 ― ― ⎫
⎬� 628
⎭�

24� 20� ⎫
⎬� 682
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平均空室率 9% ― 12% 9% 11% 5%

うち新規分 34% ― ⎫
⎬� 12%
⎭�

6% 20% ⎫
⎬� 5%
⎭�うち既存分 9% ― 9% 10%

※小数点以下を四捨五入し表示（計算上は小数点以下を含めている）

［図表1-8］�賃貸需要増加期間における名目GDP
成長率の実績と今後の見通し

資料：三鬼商事のデータによる。 資料：�内閣府「国民経済計算　国内総生産（支出側）名
目暦年」のデータによる。実績見込みと見通しは
同「平成24年度の経済見通しと経済財政運営の
基本的態度」2011年12月22日。

資料：�都市未来総合研究所「大型ビルの新規供給見通し」と三鬼商事のデータ（2012年1月実績値および2008年1月の
契約面積（=貸室面積-空室面積）、オフィスビルのレンタブル比）をもとに、都市未来総合研究所が推計

都市未来総合研究所調査による大型ビルの供給見込みをベースに、供給される大型ビルに占める賃貸オフィスの割合を
70%と想定、オフィスビルのレンタブル比を60%（図表1-7）としてオフィス貸室面積に換算した。

震災以降、事業継続性の観点から立地や耐
震性能を重視してオフィスを見直す傾向が強
まっており、ビル間の優劣格差が明確になっ
てきています。このため、平均値で低迷が続
く状況でも、需要の高いビルは好成績をあげ、
反面、劣後したビルは一層業況が悪化すると
いう、属性差異の大きい市場構造に変化して
いくと思われます。当面、募集市場に露出す
る新築大型ビルの割合が増大することで高賃
料物件の割合が高まり、見た目の募集賃料が
上昇する可能性がありますが、一定の優良ビ
ル・セグメントでは、実体的にも賃料上昇に
転じることが予想されます。

（都市未来総合研究所　平山 重雄）
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建築着工の長期トレンド
建築着工統計で昨年の全国の各種建築物の着工延床面積を見ると、事務所及び店舗の減少と倉庫の

増加が目立ちます。この足元の変動は構造的な基調に沿うものなのでしょうか。全国の各種建築物の
毎年の着工延床面積の変動の長期トレンドをご紹介します。

全国の建築着工の長期トレンド
全国の住宅＊1、事務所、店舗、工場等＊2、

倉庫の1990年以降の着工延床面積は、いずれ
も短期的な増減を繰り返していますが、長期
的には減少傾向にあるように見えます。［図
表2-1］。長期的なトレンドを明らかにするた
め、最小二乗法で長期傾向線を引いてみると、
いずれも長期的には明らかに減少傾向にあり
ます［図表2-2］。
短期的な変動の要因としては景気変動が考
えられます。好況時には、個人所得の上昇に
よる住宅需要の増加、企業業務の拡大による
事務所需要の増加、販売拡大のための店舗の
増設、増産のための工場増設、荷動き増加に

よる倉庫需要の増加等が起こると考えられる
からです。GDP名目成長率のグラフと各種
建築物の着工延床面積のグラフとを比べてみ
ると、比較的似た山谷を形成しています＊3［図
表2-1］。その相関を調べると、倉庫、工場等、
事務所の順に強い相関を示し、住宅は中程度
の相関、店舗は弱い相関を示しています［図
表2-3］。
したがって、1990年以降、住宅、事務所、
店舗、工場等、倉庫の着工延床面積は長期的
には減少傾向を基調としながらも、景気変動
等の影響を受けて増加または減少してきたと
言うことができます。

［図表2-1］全国建築物の着工床面積推移

［図表2-2］全国建築物の着工延床面積変動長期傾向線

資料：図表2-1、2-2、2-3とも国土交通省「建築着工統計」により都市未来総合研究所作成
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＊1　住宅は「居住専用住宅」の着工延床面積を用いています。
＊2　工場等は「工場及び作業場」の着工延床面積を用いています。
＊3　景気変動を見るため、GDP実数ではなく、GDP名目成長率を用いています。
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用途別建築着工の長期トレンド

住宅 

2011年の住宅の着工延床面積は、事務所、
店舗、工場等、倉庫の十数倍あります。ピー
クは1996年で、2011年はピーク比▲52%とな
りました。ピーク比減少率は最小です。
長期傾向線は、1990年から2011年までの21
年間で6000万㎡の減少、年当たり約290万㎡
（100㎡の住宅2万9千戸分）の減少を示してい
ます［図表2-2］。
直近では、2009年に底を打ち、2010年、
2011年と連続で増加していますが、日本全体
で既に住宅戸数が世帯数を上回る状況にある
上、人口は減少していますので、増加基調に
転じたとは考えにくく、今後とも基調として
は住宅の着工延床面積は減少傾向が続くと思
われます。

店舗

店舗の着工延床面積のピークは1997年で、
2011年はピーク比▲62%となりました。住宅
に次ぎ小さいピーク比減少率となっていま
す。
長期傾向線は、21年間で約500万㎡、年当
たり20万㎡強（GMS1店舗分）の減少を示して
います［図表2-2］。1990年の店舗の着工延床
面積は最小でしたが、2000年には工場等、倉
庫の着工延床面積を上回り、2011年は工場等
を上回っています［図表2-1］。

倉庫

倉庫の着工延床面積のピークは1990年で、
2011年はピーク比▲71%となりました。
長期傾向線は、21年間で約1100万㎡の減少、
年当たり50万㎡強（マルチテナント用大規模
最新物流施設数棟分）の減少を示しています
［図表2-2］。近年マルチテナント用の大規模
な最新物流施設の建設が報じられています
が、倉庫全体としては減少傾向にあります。

［図表2-3］GDP名目成長率と全国各種建築物着工延床面積の相関係数
住宅 事務所 店舗 工場等 倉庫

1年前のGDP名目成長率との相関係数 .34 .80 .28 .82 .85

同年のGDP名目成長率との相関係数 .50 .77 .38 .82 .79

1年後のGDP名目成長率との相関係数 .44 .55 .10 .48 .53

事務所

事務所の着工延床面積のピークは1990年
で、2011年はピーク比▲77%となりました。
工場と並びピーク比減少率は最大です。
長期傾向線は、21年間で1400万㎡の減少、
年当たり70万㎡弱（丸ビル4棟分強）の減少を
示しています［図表2-2］。
2011年の着工は1990年以降の最小値を更新
しています。2012年は東京23区でのオフィス
ビルの大量竣工が伝えられていますが、全国
の足もとの着工は落ち込んでいます。
就業人口の減少が予測されていますので、
1990年前後に大量に着工された事務所の更新
期到来までは、基調としては事務所の着工延
床面積は減少傾向が続くと思われます。

工場等

1990年には工場等の着工延床面積は事務
所、店舗、倉庫よりもかなり大きかったので
すが、近年その差は縮まっています。ピーク
は1990年で、2011年はピーク比▲77%となり
ました。事務所と並びピーク比減少率は最大
です。
長期傾向線は、21年間で約1600万㎡の減
少、年当たり80万㎡弱（大規模自動車工場1工
場分）の減少を示し、事務所、店舗、倉庫の
長期傾向線より強い減少の傾きとなっていま
す［図表2-2］。工場の海外移転を反映するも
のと思われます。
人件費が安く、かつ巨大な市場として成長
しつつある新興国に生産拠点を設ける動きが
当面続くものと思われますので、工場の着工
延床面積は減少傾向が続くと思われます。

（以上　都市未来総合研究所　三輪 一雄）
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総合特別区域制度は、政府の新成長戦略に基づいて先進的取組みを行う区域に対して政策資
源を集中し、その進展を促進することを目的に昨年創設されました。総合特別区域には、わが
国の経済成長のエンジンとなる産業・機能の集積拠点の形成を図る「国際戦略総合特区」と、地
域資源を最大限活用して地域の活性化に取り組む「地域活性化総合特区」の2つが設けられてい
ます。
総合特別区域と構造改革特別区域の大きな違いは、構造改革特別区域が規制の特例のみを適
用していたのに対し、総合特別区域はこれに加えて、税制・財政・金融上の支援措置等を総合
的にパッケージ化して実施するところにあります。すなわち、総合特別区域に指定された区域
では、①規制・制度の特例措置、②税制上の支援措置、③財政上の支援措置、④金融上の支援
措置が課題解決のためのプロジェクトの実施に対して付与されます。自治体等の実施主体の自
己責任の下で、区域限定で実施される規制・制度の特例措置には、工業地域等における用途規
制の緩和や特別用途地区内における用途制限の緩和、工場立地に係る緑地規制の特例（国際戦
略総合特区のみ）など、不動産開発に関連する特例措置も盛り込まれています［図表3-1］。
昨年末に総合特別区域の第一次指定対象区域が決定し、国際戦略総合特区が7区域（［図表
3-2］）、地域活性化総合特区が26区域指定されています。

（以上　都市未来総合研究所　下向井 邦博）

［図表3-1］国際戦略総合特区で活用することができる主な規制の特例措置
特定国際戦略事業の名称 特例措置の対象法令 特例措置の内容

国際戦略建築物整備事業 建築基準法 第48条

国際戦略建築物整備事業に係る建築物の整備に関し
て用途制限を緩和
（工業地域及び工業専用地域においても宿泊施設や病
院等を建てられるようにし、医療ツーリズムの推進
やビジネス・生活環境の整備）

特別用途地区国際戦略建築物整備事業 建築基準法 第49条第2項 特別用途制限地区内における国際戦略建築物整備事
業に係る建築物の整備に関する用途制限の緩和

工場等新増設促進事業
工場立地法 第4条第1項、
第4条の2第1項
地域産業集積形成法 第10
条第1項、第11条第1項

工場立地を行う際の緑地面積等について条例で自由
に定めることができる（工場敷地の有効利用、生産能
力の増強など生産性の向上を図ることが可能）

資料：内閣官房（総合特別区域推進本部）「総合特別区域基本方針」より都市未来総合研究所作成

［図表3-2］国際戦略総合特区の指定区域
指定番号 地方公共団体 国際戦略総合特別区域の名称

国際1

北海道、札幌市、函館市、帯広市及び江別市並びに北海道
河東郡音更町、士幌町、上士幌町及び鹿追町、上川郡新得
町及び清水町、河西郡芽室町、中札内村及び更別村、広尾
郡大樹町及び広尾町、中川郡幕別町、池田町、豊頃町及び
本別町、足寄郡足寄町及び陸別町並びに十勝郡浦幌町

北海道フード・コンプレックス国際戦略総合特区

国際2 茨城県及びつくば市
つくば国際戦略総合特区～つくばにおける科学技術
の集積を活用したライフイノベーション・グリーン
イノベーションの推進～

国際3 東京都 アジアヘッドクォーター特区

国際4 神奈川県、横浜市及び川崎市 京浜臨海部ライフイノベーション国際戦略総合特区

国際5
岐阜県、各務原市、愛知県、名古屋市、半田市、春日井市、
常滑市、小牧市及び弥富市並びに愛知県西春日井郡豊山町
及び海部郡飛島村

アジアNo.1航空宇宙産業クラスター形成特区

国際6 京都府、京都市、大阪府、大阪市、兵庫県及び神戸市 関西イノベーション国際戦略総合特区

国際7 福岡県、北九州市及び福岡市 グリーンアジア国際戦略総合特区

資料：内閣官房（総合特別区域推進本部）「総合特別区域の第一次指定申請の結果について」

総合特別区域制度について


